
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年４月26日

【事業年度】 第42期（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

【会社名】 株式会社横浜スタジアム

【英訳名】 Yokohama Stadium Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　藤井　謙宗

【本店の所在の場所】 横浜市中区横浜公園

【電話番号】 横浜０４５（６６１）１２５１

【事務連絡者氏名】 常務取締役総務部長　　　櫻井　京子

【最寄りの連絡場所】 横浜市中区横浜公園

【電話番号】 横浜０４５（６６１）１２５１

【事務連絡者氏名】 常務取締役総務部長　　　櫻井　京子

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　横浜スタジアム(E04682)

有価証券報告書

 1/62



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 2015年１月 2016年１月 2017年１月 2018年１月 2019年１月

売上高 （千円） 3,643,741 3,963,352 4,319,246 4,723,462 5,453,537

経常利益 （千円） 581,586 730,799 435,708 561,107 854,987

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 350,274 444,336 268,081 376,248 593,692

包括利益 （千円） 350,195 444,251 268,250 376,430 593,297

純資産額 （千円） 14,778,937 15,049,188 15,143,438 15,345,868 15,765,165

総資産額 （千円） 15,956,956 16,207,261 16,027,663 16,541,070 19,024,740

１株当たり純資産額 （円） 2,123.41 2,162.24 2,175.78 2,204.87 2,265.11

１株当たり当期純利益 （円） 50.33 63.84 38.52 54.06 85.30

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 92.62 92.85 94.48 92.77 82.87

自己資本利益率 （％） 2.37 2.95 1.77 2.45 3.77

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 1,047,404 972,201 816,127 1,190,756 1,019,390

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △342,174 △1,048,788 1,887,859 △422,219 △1,452,260

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △216,030 △217,386 △218,526 △224,971 △211,125

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 2,433,532 2,139,558 4,625,018 5,168,584 4,524,589

従業員数
（人）

43 44 50 48 48

［外、平均臨時雇用者数］ [45] [－] [－] [8] [6]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第39期より表示単位未満の金額を四捨五入して記載しております。なお、比較を容易にするため、第38期以

前についても四捨五入に組み替えて表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 2015年１月 2016年１月 2017年１月 2018年１月 2019年１月

売上高 （千円） 3,544,524 3,855,517 4,300,801 4,717,921 5,444,411

経常利益 （千円） 520,556 669,352 397,158 559,570 853,916

当期純利益 （千円） 314,933 412,882 258,614 375,392 799,990

資本金 （千円） 3,480,000 3,480,000 3,480,000 3,480,000 3,480,000

発行済株式総数 （千株） 6,960 6,960 6,960 6,960 6,960

純資産額 （千円） 14,169,043 14,407,838 14,492,621 14,694,196 15,319,791

総資産額 （千円） 15,327,824 15,540,235 15,377,149 15,890,452 18,577,191

１株当たり純資産額 （円） 2,035.78 2,070.09 2,082.27 2,111.24 2,201.12

１株当たり配当額

（円）

25 25 25 25 25

（うち１株当たり中間配当

額）
(－） (－） (－） (－） (－）

１株当たり当期純利益 （円） 45.25 59.32 37.16 53.94 114.94

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 92.44 92.71 94.25 92.47 82.47

自己資本利益率 （％） 2.22 2.87 1.78 2.55 5.22

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 55.25 42.14 67.28 46.35 21.75

従業員数
（人）

42 43 50 48 47

［外、平均臨時雇用者数］ [45] [－] [－] [8] [6]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第39期より表示単位未満の金額を四捨五入して記載しております。なお、比較を容易にするため、第38期以

前についても四捨五入に組み替えて表示しております。
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２【沿革】

　横浜公園はわが国野球の発祥の地であり、1929年建設された横浜公園球場は多数の市民に親しまれて来ましたが、

建設後47年を経過し老朽化が著しくなりました。そこで、多くの市民の熱意と協力を得て、アマチュア野球はもとよ

りプロ野球も実施できる近代的な設備を完備するとともにサッカー、アメリカン・フットボール、コンサート、大集

会などができる多目的球場を建設するため、当社は1977年２月設立されました。

　当社は設立後、横浜市の指導の下に施設を建設し、竣工後、施設を横浜市へ寄贈する代わりにプロ野球等の興行使

用権を取得するとともにアマチュア利用等にかかわる施設の管理運営の委託を受けて経営し、スポーツ、文化の振興

と地元経済の発展に寄与しようとするものであります。

　設立後の主要事項は次のとおりであります。

年月 主要事項

1977年２月 株式会社　横浜スタジアム設立

1978年３月 横浜スタジアム竣工　施設を横浜市へ寄贈すると同時に興行使用権を取得

1978年３月 株式会社大洋球団（現株式会社横浜DeNAベイスターズ）の専用球場となる。

1979年３月 子会社横浜球場商事株式会社設立　スタジアム商品、入場券等販売委託、酒類小売業経営（現、連

結子会社）

1984年８月 屋内練習場竣工　施設を横浜市へ寄贈

1993年２月 子会社スタジアム・エンタープライズ株式会社設立(2019年1月清算）

2015年11月 株式会社横浜DeNAベイスターズによる当社株式に対する公開買付が実施される。

2016年１月 公開買付の結果、株式会社横浜DeNAベイスターズが議決権の50％超を保有することとなり、当社の

親会社となる。

 

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社１社で構成され、横浜市との間の公園施設の寄附に

関する契約に基づき、横浜市よりスタジアム施設の使用許可及び管理許可を受けて、プロ野球興行、催し物開催のた

めの施設の運営及び賃貸、物品の賃貸、広告及び放映放送契約、場内売店等の経営を行ない、また、これらの観客、

利用者を対象に入場券、キャラクターグッズ等の販売及びその他のサービス業務の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため事業部門別に記載してお

ります。

(1）球場部門 ：当社が親会社との契約により、横浜DeNAベイスターズの野球協約の定めによる専用球場とし

て、同球団が主催するセ・リーグ公式戦の開催を主とし、アメリカンフットボール・コン

サート等の興行、各種催し物の開催に使用または賃貸しております。

(2）販売部門 ：当社が担当しております。当社が販売する商品の一部を連結子会社横浜球場商事㈱から仕入

れております。また、親会社との間で、テナント売店契約を締結しております。

(3）広告部門 ：親会社と当社が担当しております。

(4）業務受託部門 ：当社が横浜市より委託を受けて、アマチュアが利用する野球等の各種催し物のための施設の

管理業務を行なっております。

(5）その他部門 ：当社がスタジアム施設のＣＭ等のための撮影引受、記録写真の貸出し及び親会社への練習時

球場使用等を行なっております.

 

　事業系統図は次のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社　横浜スタジアム(E04682)

有価証券報告書

 4/62



４【関係会社の状況】

親会社

　当社の親会社は株式会社横浜DeNAベイスターズであります。

　なお、親会社である㈱横浜DeNAベイスターズの状況については、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等

（１）連結財務諸表　注記事項（関連当事者情報）」に記載しているため、記載を省略しております。

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

横浜球場商事（株）

（注）２・３
横浜市中区 10,000 酒類・飲料の卸売 100.0

主に当社へ酒類・

飲料を納入してい

る。

　（注）１．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．特定子会社に該当しております。

３．清算手続中でありましたスタジアム・エンタープライズ株式会社は、2019年1月11日をもって清算結了いた

しました。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであり

ます。

2019年１月31日現在
 

事業部門名 従業員数（人）

営業部門 11 （1）

販売部門 9 （－）

施設部門 17 （2）

管理部門 11 （3）

合計 48 （6）

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、当連結会計年度の平均人員を（　）外数

で記載しております。

(2）提出会社の状況

2019年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

47（6） 43.3 15.9 6,264,040

　（注）１．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．単一セグメントであり、セグメント情報を省略しております。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）には、労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在における当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針

当社は、横浜スタジアムの『コミュニティボールパーク』化構想をさらに推進していくため、株式会社横浜

DeNAベイスターズの当社に対する友好的公開買付け（TOB）に応じ、2016年１月より同社の連結子会社となりまし

た。

当年度は、同社の子会社として迎える３年目のシーズンでありましたが、当年度も「ベイ餃子」、「ＤＢレモ

ンサワー」等の新商品を開発・提供し、来場するお客様の満足度向上の取り組みに注力しました。

また、当球場のプロ野球公式戦の来場者数は200万２千人となり、開場以来初めてとなる200万人を突破し、前

年同期比1.2％増加を記録しました。

 

（２）経営環境

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社１社で構成され、横浜市との間の公園施設

の寄附に関する契約に基づき、横浜市よりスタジアム施設の使用許可及び管理許可を受けて、プロ野球興行、イ

ベント開催のための施設の運営及び賃貸、物品の賃貸、広告及び放映放送契約、場内売店等の経営を行い、ま

た、これらの観客、利用者を対象に入場券、飲食商品等の販売及びその他のサービス業務の事業活動を展開して

おります。

 

（３）対処すべき課題

来期以降継続して取り組むべき課題は以下の事項と認識し、引き続き取り組んでまいります。

①『コミュニティボールパーク』化構想の推進

2018年に横浜DeNAベイスターズが主催したレギュラーシーズン71試合における座席の稼働率は97.4％に達し、

多くのお客様に来場いただいております。より多くのお客様にプロ野球をはじめとする興行を楽しんでいただ

くため、当社は2017年度に横浜市に増席改修の計画案を提出し、改修工事を進めております。

2019年度にはライト側のウィング席、バックネット裏個室観覧席等の提供開始を予定しており、増席による

顧客満足の向上と安全な運営による『コミュニティボールパーク』化構想を着実に推進してまいります。

 

② 安全で安心なご利用環境の提供・安全な工事の推進

当社は、プロ野球興行の観戦や、スポーツ・イベントを楽しむ場を提供しており、皆様に安全で快適な利用

環境を提供し続けることが重要な経営課題と認識しております。中長期でのサービスの拡充、来場者の増加の

なかでも高い安全性を確保すべく、継続して球場施設・設備の適切な維持管理に努めてまいります。

2019年度には、増席改修の一部提供開始に伴い、多くのお客様の来場が予想されます。引き続き、安全で安

心なご利用環境の提供に努めます。

 

③ 顧客満足度（ＣＳ）の向上

当社は、球団と球場が一体となってＣＳの向上の取り組みを進めることにより、さらなるシナジー効果を創

出し、持続的な企業価値向上に取り組んでまいります。施設の装飾、試合演出などの機能面はもちろんのこ

と、接客や球場内飲食事業などのサービス提供等に至るまで球団と球場とが総合的な取り組みを迅速に行うこ

とにより、球場のエンターテインメント空間化をより進化させ、当球場をご利用される皆様の満足度向上を図

り、来場者、地域に愛される場所になるよう引き続き取り組んでまいります。さらに、球団及びその親会社で

ある株式会社ディー・エヌ・エーの有するインターネット、エンターテイメント等に関する知見を活用した球

場におけるITとインターネットを活かしたサービスの提供、球団の持つ営業手法・ノウハウと当社が有する球

場運営の知見・ノウハウの融合によるマーケティング力によって、新規広告媒体の開発や新規クライアントの

獲得を図ると共に、プロ野球興行時以外における球場の利用促進にも取り組んでまいります。

 

④ コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、経営に関する監視機能及び内部統制の機能、コンプライアンスを重視した経営の徹底を通じて、企

業価値の向上に努めることを重要な課題と認識し、ステークホルダーの皆様の信頼に応えるべく、経営の効率

性、透明性を高め、顧客満足の最大化と持続的な成長、発展に努めていく方針であります。

 

⑤ 内部管理体制の充実並びにコンプライアンス遵守の徹底

当社は、社会的責任をしっかりと果たしながら、今後も継続的な企業価値の向上を目指しており、優秀な人

材の確保、育成と、継続してコンプライアンス遵守の意識を浸透させることが重要な課題と考えております。

管理部門、施設部門、営業部門について、それぞれの分野で高い専門性や豊富な経験を有する人材を育成する
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ことに加え、社員に対する継続的な啓蒙活動及び研修活動を行うことで、内部管理体制の充実を図ってまいり

ます。

 

当社は、球場という公共性の高い施設を運営する使命及びその役割を十分に理解し、横浜市民の皆様に様々

な形でご利用いただける機会を創出するとともに、特に安全面への配慮を強く意識し、より快適に楽しくご利

用いただける施設運営を実現してまいりたいと考えております。

2019年度には増席改修の一部開場を迎え、2020年度には「2020年東京オリンピック」の野球及びソフトボール

の主会場として施設を提供するなか、役職員の総力を結集して大会運営にあたる所存であります。

 

２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、以下のようなものがありま

す。

（１）プロ野球界の動向

　当社グループの経営成績において中核をなすものは、プロ野球興行であり、プロ野球界の再編等を含めた今後の動

向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（２）横浜市との契約

　当社グループは、横浜市との「公園施設の寄付に関する契約」により、スタジアム施設のプロ野球等興行開催の優

先的使用、売店の経営、移動販売、物品の賃貸、広告物の掲出、テレビ・ラジオの放映、放送の許可及びアマチュア

利用等に伴う施設の管理業務委託の権利を45年間に亘り取得しております。

　この契約の今後の更新等の状況によっては、当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

経営成績等の概要

(1）経営成績

当連結会計年度の国内経済は、企業収益や雇用環境は改善傾向となり、設備投資にも増加の動きが見られるなど

緩やかな回復傾向となりましたが、国内で相次いで発生しました地震・台風・猛暑等の自然災害の影響や、米国の

通商政策に伴う世界経済への影響等、依然として先行きは不透明な状況が続きました。

このような情勢下において、当球場でのプロ野球公式戦は、前年同試合数となる71試合を開催いたしました。横

浜DeNAベイスターズは、残念ながら３年振りのＢクラスとなりましたが、最後までクライマックスシリーズ争いに

踏みとどまり大いに盛り上がりました。

この結果、当球場のプロ野球公式戦入場者数は、開場以来初めて2,000千人を突破し2,002千人、前年同期比23千

人の増加となりました。

また、その他イベントやアマチュア利用では、プロ野球オープン戦、県高校野球大会・都市対抗野球県予選・ア

メリカンフットボールなどのほか、「ＴＵＢＥ」コンサートを開催しましたが、昨年開催のあった日本シリーズが

なかったことや天候不順によるプロ野球オープン戦試合数の減少、コンサート開催日数が前年に比べ３日間減少し

たこと等により、観客ご利用者数413千人、前年同期比317千人の減少となりました。その結果、当球場での総観

客・ご利用者数は2,416千人、前年同期比294千人減少となりました。

施設整備におきましては、「人工芝張替工事」、「内・外野観客席椅子交換工事」、「ダグアウト・カメラマン

席拡張工事」、「防球ネット設置工事」など、安全・安心と利用環境の向上を図るための改良工事を実施いたしま

した。

上記の結果、当連結会計年度の売上高については、球場部門は、767百万円、前年同期比58百万円減少、販売部

門は、2,296百万円、前年同期比226百万円減少しましたが、広告部門では、球団と一体となった営業体制構築の成

果により契約額の増加が図られ、2,218百万円、前年同期比1,012百万円増加しました。その他部門につきまして

も、132百万円、前年同期比２百万円増加となりましたので、全体で5,454百万円、前年同期比730百万円、15.5％増

加となりました。

売上原価では販売部門のコンサートグッズ等の売上減少に伴う商品原価の減少、広告部門での契約額増加による

代理店手数料の増加などにより、4,252百万円、前年同期比385百万円、9.9％増加となりました。

この結果、営業利益は、748百万円、前年同期比334百万円、80.5％増加となり、経常利益では、有価証券保有高

の減少に伴う受取利息の減少等により、営業外収益は、40百万円減少しましたが、855百万円、前年同期比294百万

円、52.4％増加となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は594百万円、前年同期比217百万円、57.8％増加

となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

 

（2）財政状態
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当連結会計年度末における資産の残高は、19,025百万円（前連結会計年度末16,541百万円）となり、2,484百万円

増加しました。うち、流動資産は、6,532百万円（同7,076百万円）と543百万円減少し、固定資産は、12,493百万円

（同9,465百万円）と3,027百万円増加しました。

　流動資産の減少は、1年以内に満期償還となる債券を投資有価証券から有価証券へ振り替えたことにより有価証券

が102百万円増加しましたが、現金及び預金が工事関係費用の支払により644百万円減少したことが主な理由であ

り、また、固定資産の増加3,027百万円の主な理由は、投資有価証券が流動資産への振替等により1,909百万円減少

しましたが、建設仮勘定がスタジアム施設改築・増設工事の工事費用支払分により4,187百万円増加したことによる

ものであります。

　当連結会計年度末における負債の残高は、3,260百万円（前連結会計年度末1,195百万円）となり、2,064百万円増

加となりました。うち流動負債は3,045百万円（同964百万円）と2,081百万円増加し、固定負債は214百万円(同231

百万円）と16百万円減少となりました。

　流動負債の増加は、未払金2,291百万円の増加が主な要因であり、固定負債減少の主な要因は、1年以内に支払い

期限等の到来するリース債務を流動負債に振り替えたことによるリース債務６百万円の減少、退職金支払いによる

退職給付に係る負債7百万円の減少によるものであります。

　当連結会計年度末における純資産の残高は15,765百万円（前連結会計年度末15,346百万円）となり、419百万円増

加しました。

 

(3）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が855百万円

と前連結会計年度に比べ294百万円増加し、また、有価証券の償還による収入1,800百万円がありましたが,建設仮勘

定の取得による支出2,049百万円、長期貸付金による支出700百万円、有価固定資産取得による支出466百万円等が

あったため、当連結会計年度末は4,525百万円（前年同期比644百万円、12.5%減少）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、1,019百万円（前年同期比171百万円、14.4％減少）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益が前年同期比294百万円増加しましたが、法人税等の支払額が前年同

期比218百万円増加、前受収益の増減額が151百万円減少したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金の減少は1,452百万円（前年同期は資金の減少422百万円）となりま

した。これは、有価証券の償還による収入が1,800百万円あったものの、有形固定資産の取得による支出が466百万

円、建設仮勘定の取得による支出が2,049百万円、長期貸付金の貸付による支出700百万円があったことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、211百万円（前年同期は資金の減少225百万円）となりま

した。これは、リース債務の返済と配当金の支払によるものであります。

 

（4）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループの主な資金需要は、スタジアム施設の維持補修及び施設の改修を中心とした設備投資資金でありま

す。

　そのための資金調達については、自己資金を基本方針としており、金融機関からの借り入れは行っておりませ

ん。
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生産、受注及び販売の実績

(1）生産実績

　生産活動は行なっておりません。

(2）受注実績

　受注生産は行なっておりません。

(3）販売実績

　　当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しており

ます。

 

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

前年同期比（％）

球場部門（千円） 766,944 93.0

販売部門（千円） 2,296,124 91.0

広告部門（千円） 2,218,300 183.8

業務受託部門（千円） 39,787 100.2

その他部門（千円） 132,383 101.8

合計（千円） 5,453,537 115.5

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当連結会計年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

（株）横浜DeNAベイスターズ 1,359,369 28.8 3,037,474 55.7

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

４【経営上の重要な契約等】

(1）公園施設の寄付に関する契約（スタジアム本体施設分）

締結日 1978年３月18日  

契約先 横浜市  

寄付物件 横浜市中区横浜公園所在  

 １．鉄骨鉄筋コンクリート造一部４階建球技場

 床面積 19,217.22㎡

 ２．附属設備  

 (1）屋外照明設備 一式

 (2）スコアボード 一式

 (3）グラウンド設備 一式

　この契約はスタジアム施設を竣工後、ただちに横浜市へ寄付し、その条件として45年間に亘りプロ野球等興行

開催の優先的使用、売店の経営、移動販売、物品の賃貸、広告物の掲出、テレビ・ラジオの放映、放送の許可及

びアマチュア利用等に伴う施設の管理業務委託を受ける契約であります。

(2）公園施設引渡書提出受理

提出日 1978年３月31日

提出先 横浜市

受理日 1978年３月31日
 
(3）公園施設の寄付に関する契約（屋内練習場分）

締結日 1984年２月16日  

契約先 横浜市  

寄付物件 屋内練習場　横浜市中区横浜公園所在

 １．鉄筋コンクリート造　地下１階地上１階

 床面積 963.466㎡

   

 ２．附属設備  

 (1）室内防球ネット設備 一式
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 (2）照明設備 一式

　この契約は、屋内練習場を建設し、横浜市へ条件付寄付する契約であります。

これは横浜市より45年間に亘るスタジアム施設のプロ野球等興行専用利用権を取得し、また、アマチュア利用に

伴う施設の管理業務委託を受けるための当初約定に基づくものであり、これらのことを寄付の条件とした契約で

あります。

(4）公園施設引渡書提出受理

提出日 1984年８月27日

提出先 横浜市

受理日 1984年８月27日

　屋内練習場は1984年８月27日に竣工しましたので、上記(3）の契約に基づき同日付公園施設引渡書を横浜市へ

提出し、寄付物件は受納され、当社は上記(3）の記載の諸権利の許可及び管理運営の業務委託を受けました。

 　(5) 球場使用基本契約書

　　　　　締結日　　2012年３月６日

　　　　　契約先　　株式会社横浜DeNAベイスターズ

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、球場部門におけるスタジアム施設での、観客へのサービス向上、安全管理、また、チーム環

境に配慮した、施設整備を534百万円実施いたしました。

　その主なものは、人工芝張替工事180百万円、内・外野観客席椅子交換工事159百万円、観客席床面防水工事57

百万円、内野席最前部防球ネット設置工事25百万円、構内電話設備改修工事19百万円、場内放送室機器更新工事

17百万円、ダグアウト・カメラマン席拡張工事16百万円、スコアボード映像演出機器設置工事10百万円、空調集

中管理システム更新工事９百万円であります。
広告部門・業務受託部門・その他部門での設備投資等はありません。

また、当連結会計年度において重要な設備の売却・撤去等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

横浜スタジアム施設（所在地　横浜市中区横浜公園）

項目 面積または数量 期末帳簿価額（千円）

土地 （26,576㎡） －

スタジアム本体施設

鉄筋コンクリート造一部４階建
（19,217㎡） －

附属設備  －

屋外照明設備 （６基）  

全自動式スコアボード （一式）  

グラウンド全面人工芝仕上げ （12,284㎡）  

ピッチャーズマウンド自動昇降式 （一式）  

屋内練習場 （963㎡） －

車両運搬具 22台 7,265

器具及び備品  49,551

リース資産   

スタジアム施設他  2,794,504

配置人員
51名

（うち４名は外注人員）
－

合計  2,851,320

　（注）１．土地・スタジアム本体施設・附属設備・屋内練習場の（　）内の数字は国および横浜市より借用中のもので

あります。

２．スタジアム本体施設・附属設備・屋内練習場は当社が横浜市へ寄付したものであります。

３．スタンド施設の収容人員は

内野スタンド定員 20,755人

外野スタンド定員 5,299人

ライトウィング棟定員 3,564人

個室棟定員 560人

立見・車椅子席ほか 1,992人

計 32,170人

(2）国内子会社

　特に記載すべき事項はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】
　当連結会計年度末現在における重要な設備の改修計画は次のとおりであります。

　　重要な設備の新設及び改修

会社名

事業所名
所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了

予定年月日

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
　着手 　完了

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
観客席の

増席他
8,500 2,935 自己資金

2017年

11月
(注)

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
リボンビ

ジョン更新
320 － 自己資金

2018年

12月

2019年

3月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
場内音響設

備改修
130 － 自己資金

2018年

12月

2019年

3月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
中央監視シ

ステム改修
45 － 自己資金

2018年

12月

2019年

4月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園

グラウンド

クッション

外野フェン

ス交換

36 － 自己資金
2018年

12月

2019年

2月

(注）2019年３月一部完成、2020年２月最終完了予定。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2019年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年４月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,960,000 6,960,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

（注）

計 6,960,000 6,960,000 － －

　（注）当社は、株式の譲渡による取得については、取締役会の承認が必要な旨を定めています。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

1978年6月9日

（注）
1,100 6,960 550,000 3,480,000 － －

　（注）　第三者割当

発行価格　500円

（５）【所有者別状況】

2019年１月31日現在
 

区分

株式の状況

端株数
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 1 － 53 － － 74 129 －

所有株式数

（千株）
400 230 － 5,875 － － 455 6,960 -

所有株式数の

割合（％）
5.75 3.30 － 84.41 － － 6.54 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

  2019年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社横浜DeNAベイスターズ 横浜市中区尾上町1-8 5,350 76.87

横浜市 横浜市中区港町1-1 400 5.75

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 230 3.30

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂1-3-1 60 0.86

大成建設株式会社 横浜市中区長者町6-96-2 60 0.86

藤木企業株式会社 横浜市中区北仲通2-14 25 0.36

横浜トヨペット株式会社 横浜市中区山下町33 25 0.36

株式会社新和製作所 横浜市栄区小菅ヶ谷2-28-11 20 0.29

日進株式会社 横浜市西区南幸2-15-5 15 0.22

計 － 6,185 88.86

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,960,000 6,960,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 6,960,000 － －

総株主の議決権 － 6,960,000 －

 

②【自己株式等】

2019年１月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社における配当政策は、事業の公共性を考慮しつつ、将来の事業展開、長期にわたる安定した経営基盤の強化

のための内部留保を確保しつつ、安定的な配当の継続を重視することを基本方針としております。

　当社は、期末配当の年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株主

総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づく普通配当は1株につき25円、配当金総額は174,000,000円

になります。

　なお、配当についての株主総会決議は2019年４月25日に行っております。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対処すべく、また、観客へのサービス向上、安

全・安心して観戦いただけるよう施設整備を実施するため有効投資してまいりたいと考えております。

４【株価の推移】

　 当社株式は、非上場でありますので該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性１５名　女性２名　（役員のうち女性の比率11.8％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取締役会長  岡村　信悟 1970年１月４日生

 
1995年４月

2015年８月

郵政省（現総務省）入省

総務省情報流通行政局郵政行政部企画課

企画官

2016年４月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

スポーツ推進室長

2016年４月 当社代表取締役社長

2016年10月

 
2017年７月

 
2019年４月

 
2019年４月

株式会社横浜DeNAベイスターズ代表取締

役社長（現任）

株式会社ディー・エヌ・エー執行役員ス

ポーツ事業本部長

同社常務執行役員COO兼スポーツ事業本

部長（現任）

当社取締役会長（現任）

 

　注３ －

取締役社長

（代表取締役）
 藤井　謙宗 1966年４月15日生

 
1989年６月

 
1995年８月

1997年８月

東芝テクニカルサービスインターナショ

ナル株式会社入社

エム・イー・エム・シー株式会社入社

株式会社エスイー入社

2006年７月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2006年11月 同社総合企画部　企画グループ

グループリーダー

2009年４月 同社ヒューマンリソース本部総務部部長

2009年８月 同社経営企画本部ＩＲ部長

2015年４月 当社取締役営業企画室長

2016年２月 当社代表取締役社長

2016年４月 当社取締役副社長

2017年４月

 
2019年４月

横浜球場商事株式会社代表取締役社長

（現任）

当社代表取締役社長（現任）

 

　注３ －

常務取締役
業務管理

担　　当
葛西　光春 1955年4月17日生

 
1978年４月 横浜市入庁

2005年10月 同市南区福祉健康センター担当部長

2007年４月 横浜市立市民病院管理部長

2008年４月 横浜市市民活力推進局区政支援部長

2010年４月 同市戸塚区長

2014年４月 同市資源循環局長

2016年４月 当社入社　総務部付参与

2016年４月 当社常務取締役（現任）
 

　注３ －

常務取締役 総務部長 櫻井　京子 1960年12月23日生

 
1979年４月 大洋漁業株式会社（現マルハニチロ株式

会社）入社

2002年３月 株式会社横浜ベイスターズ（現株式会社

横浜DeNAベイスターズ)入社

2013年11月 株式会社横浜DeNAベイスターズ管理本部

経理グループ　グループリーダー

2016年４月 当社常務取締役

2017年４月

2017年11月

横浜球場商事株式会社取締役(現任）

当社常務取締役総務部長(現任）
 

　注３ －

取　締　役
営業統括

部　　長
馬場　正幸 1965年2月24日生

 
1988年４月 当社入社

2015年４月 当社総務部長

2017年11月

2018年４月

2019年４月

当社営業統括部長

当社取締役営業統括部長(現任）

横浜球場商事株式会社取締役（現任）
 

　注３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取　締　役  竹村　泰長 1939年４月29日生

 
 1959年９月 光洋鉄工株式会社（現株式会社光洋）設

立

1984年９月 同社代表取締役（現任）

1993年７月 運輸局長表彰

1995年７月 株式会社光洋通商設立　代表取締役（現

任）

2000年６月 公益社団法人保土ヶ谷法人会会長

2001年６月

 
2008年４月

2008年10月

2010年６月

2010年10月

2011年４月

2013年６月

 
 2014年４月

横浜スタジアムオーナーズクラブ会長

（現任）

横浜市保土ヶ谷区選挙管理委員長

国税庁長官表彰

公益社団法人全国法人会総連合会副会長

財務大臣表彰

旭日双光受賞

公益社団法人神奈川県法人会連合会相談

役（現任）

当社取締役（現任）
 

　注３ －

取　締　役  南場　智子 1962年４月21日生

 
1986年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・イ

ンク・ジャパン入社

1990年６月 ハーバード大学経営大学院修士号取得

1996年12月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・イ

ンク・ジャパンパートナー

1999年３月 有限会社ディー・エヌ・エー設立取締役

1999年８月 株式会社ディー・エヌ・エーに組織変更

代表取締役

2004年９月 同社代表取締役社長

2005年６月

2009年４月

株式会社モバオク代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

社長兼執行役員最高経営責任者(ＣＥＯ)

2011年６月 同社取締役

2013年６月 同社取締役兼執行役員

2015年１月 株式会社横浜DeNAベイスターズ取締役

オーナー(現任）

2015年６月 株式会社ディー・エヌ・エー取締役会長

兼執行役員

2016年２月

2017年３月

当社取締役(現任）

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

会長兼執行役員（現任）

 （重要な兼職の状況）

株式会社横浜DeNAベイスターズ取締役

オーナー

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

会長兼執行役員
 

注３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取　締　役  大井　潤 1972年９月2４日生

 
1995年４月 自治省(現総務省）入省

2013年４月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2013年８月 同社コーポレートアライアンス統括部渉

外室長

2014年４月 同社渉外統括本部渉外部長

2014年５月 株市会社DeNAライフサイエンス取締役

2015年１月 同社代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー ヘルスケ

ア事業部長兼渉外統括本部渉外部長

2015年３月

2015年４月

DeSCヘルスケア株式会社代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー執行役員兼

ヘルスケア事業部長兼渉外統括本部渉外

部長

2016年１月 同社執行役員兼ヘルスケア事業部長渉外

統括本部渉外部長兼CHO室長

2018年４月 同社執行役員兼経営企画本部長兼CHO室

長（現任）

株式会社DeNAライフサイエンス代表取締

役社長(現任）

当社取締役（現任）
 

注３ －

取　締　役  橘　浩二 1975年１月30日生

 
1997年４月 野村證券株式会社入社

2007年３月 経済産業省資源エネルギー庁入庁

2008年７月 ＭＴラボキャピタル株式会社入社

2011年９月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2014年10月 同社経営企画本部企画統括部長(現任）

2016年２月 当社取締役(現任）
 

注３ －

取　締　役  松本　一範 1974年5月30日生

 
2001年４月 日本電気株式会社入社

2006年12月 Spansion Japan入社

2011年２月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2014年10月 同社経営企画本部企画統括部コーポレー

ト企画部長

株式会社横浜DeNAベイスターズ監査役

2017年７月 株式会社ディー・エヌ・エー経営企画本

部法務・コーポレート統括部コーポレー

ト企画部長

2018年１月

 
2018年４月

2018年７月

 
 2019年４月

株式会社DeNAバスケットボール監査役

（現任）

当社取締役（現任）

株式会社横浜DeNAベイスターズ執行役員

コーポレート本部長（現任）

横浜球場商事株式会社監査役（現任）
 

注３ －

取　締　役  小林　正幸 1959年９月26日生

 
1984年４月 横浜市入庁

2004年４月 同市都市計画局都市計画課長

2006年４月 同市道路局企画課長

2008年４月

2011年５月

2015年４月

2019年４月

2019年４月

同市泉土木事務所長

同市環境創造局政策調整部長

同市磯子区長

同市官局創造局長（現任）

当社取締役（現任）

 

注９ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

監　査　役  朝倉　孝之 1967年７月２日生

 
1990年４月 株式会社東海銀行入行

1998年10月 ソニー生命保険株式会社入社

2000年６月 フューチャークリエイト株式会社入社

2001年４月 ディップ株式会社入社

2009年８月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2011年７月 株式会社ペイジェント代表取締役社長

2016年３月

 
2016年４月

2016年４月

2018年11月

株式会社ディー・エヌ・エーシステム本

部カスタマーサービス部

当社総務部付参与

当社常勤監査役

当社監査役（現任）
 

注４ －

監　査　役  岡部　勝巳 1958年２月４日生

 
1976年４月 関東財務局入局

1999年７月 同局横浜財務事務所管財第4課長

2006年７月 預金保険機構総務部人事課長

2008年７月 関東財務局管財第２部審理第２課長

2010年７月 同局管財第１部管財統括第１課長

2012年７月 近畿財務局首席財務局監察官

2013年７月

2014年７月

2015年７月

関東財務局千葉財務事務所長

同局総務部次長

福岡財務支局管財部長

2017年１月

2017年４月

2018年11月

当社総務部付参与

当社常勤監査役

当社監査役（現任）
 

注７ －

監　査　役  石田　修 1958年11月15日生

 
1981年４月 株式会社横浜銀行入行

2002年４月 同行経営管理部人事室長

2003年７月 同行名古屋支店長

2004年12月 同行たまプラーザ支店長兼たまプラーザ

エリア委員長

2006年４月

2007年６月

2010年４月

2011年５月

同行元町支店長兼元町エリア委員長

同行監査部長

同行経営管理部長

同行執行役員横浜駅前支店長兼横浜中央

ブロック営業本部長

2014年６月

2018年４月

2018年４月

2018年11月

同行常勤監査役

当社入社監査役室参事役

当社常勤監査役

当社監査役（現任）
 

　注８ －

監　査　役  屋代　昭治 1949年11月18日生

 
1973年４月 横浜市入庁

1996年４月 同市財政局部次長（財政部財政課長）

1998年５月 同市総務局事務管理部長

2001年４月 同市都市計画局総務部長

2002年５月

2004年４月

2006年４月

2008年４月

同市道路局総務部長

同市瀬谷区長

同市中区長

同市こども青少年局長

2010年４月

 
2011年６月

2015年４月

公益財団法人横浜企業経営支援財団

理事長

横浜市土地開発公社監事

当社監査役（現任）
 

　注５ －

監　査　役  齋藤　精二 1938年６月15日生

 
1968年７月 株式会社ヨコハマホンダ設立代表取締役

社長

1983年１月 社団法人横浜青年会議所理事長

2000年４月 横浜ベイスターズ友の会理事長

2000年４月

2013年４月

財団法人横浜野球友の会理事長（現任）

当社監査役（現任）
 

注６ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

監　査　役  川本　守彦 1955年12月6日生

 
1978年４月

1981年４月

株式会社横浜銀行入行

川本工業株式会社入社

1995年６月 同社代表取締役社長（現任）

2002年６月 株式会社テレビ神奈川取締役(現任）

2005年６月

 
2012年６月

 
2012年11月

2014年５月

 
2015年５月

 
2017年５月

 
2018年11月

株式会社産業貿易センター取締役（現

任）

株式会社横浜エフエム放送株式会社

取締役(現任）

横浜商工会議所副会頭(現任）

一般社団法人日本空調衛生工事業協会

副会長

一般社団法H人神奈川経済同友会理事副代

表幹事(現任）

一般社団法人日本空調衛生工事業協会理

事相談役(現任）

当社監査役（現任）
 

注10 －

    計
  －

 
（注）１．取締役　竹村泰長、小林正幸の２名は、社外取締役であります。

　   ２．監査役　屋代昭治、齋藤精二、川本守彦の３名は、社外監査役であります。

 　　 ３．定款の定めに基づき2018年４月24日より2020年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

 　 　４．定款の定めに基づき2016年４月22日より2020年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

     ５．定款の定めに基づき2019年４月25日より2023年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　６．定款の定めに基づき2017年４月26日より2021年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　７．定款の定めに基づき2017年４月26日より2020年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　８．定款の定めに基づき2018年４月24日より2022年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　９．定款の定めに基づき2019年４月25日より2020年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　10．定款の定めに基づき2018年11月７日より2022年４月開催の定時株主総会の終結までとなっている。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

当社は経営の透明性の向上と公正性の確保および効率的な経営のため、コーポレート・ガバナンスの充実に努め

ております。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

ア　会社の機関の基本説明

　当社では取締役会、常務会制を採用しております。

　会計監査人としては奥津公認会計士共同事務所と監査契約を締結し会計監査を受けております。

イ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社では取締役会は、2019年１月末現在社内取締役９名、社外取締役２名の合計11名で構成されております。

定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を

決定するとともに、経営の監督機能の強化に努めております。

　また、常勤の社内取締役で構成される経営会議を置き、原則として月1回会議を開催し、取締役会の決議事項

およびその他の経営上の重要事項について審議を行っております。

　当社は、会社法の施行に伴い内部統制システムの構築に関する基本方針を2006年7月27日の取締役会で決議し

ました。内部統制の基本となる社内規程・規則を整備し、グループ企業及び当社各組織の責任や権限、意思決定

プロセスを明文化し、日常の業務手続は所定の規程等に準拠しております。

ウ　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は監査役制度を採用しており、監査役は2019年１月末現在６名（うち３名社外監査役）で構成され、各監

査役は、監査役が定めた方針に従い、取締役会、常務会等への出席や業務、財産の状況等の調査等を通じ、取締

役の職務の遂行の監査を行っております。

エ　会計監査の状況

 会計監査については、奥津公認会計士共同事務所が当社に対して会社法、金融商品取引法に基づく監査を実施

しております。また、各種法令や会計規則等の導入・改定に際しては、当社担当部門と協議の上、円滑な導入に

備えております。監査結果は当社取締役会、監査役に対しても報告されております。当社の会計監査業務を執行

した公認会計士は、奥津勉氏であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他２名であります。

審査は、同事務所に所属する当社の会計監査業務に係る補助者以外の公認会計士が実施しております。

　監査役とは、必要に応じ、相互の情報、意見交換を行なうなど、連携を密にして、監査の実効性と効率性の向

上を図っております。

オ　社外取締役及び社外監査役との関係

 利害関係はありません。

②　当社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア　当社及び子会社は、親会社及びその子会社と取引を行うにあたっては、取引条件の客観性及び合理性を確保す

るため、法令及び社内規程に従った手続きをとり、当該取引について慎重に検討し判断する。

イ　子会社の取締役または監査役は、親会社及び当社の役職員が兼務し、当社の取締役は子会社の取締役の職務執

行を監視・監督し、当社の監査役は子会社の業務執行状況を監査する。

ウ　子会社は当社と連携を図り、内部統制システムの整備を図る。当社は子会社の事業の状況に関する定期的な報

告を受けるとともに重要事項についての事前協議を行う。

エ　当社総務部は、当社及び子会社のコンプライアンス経営に取り組み、リスク管理体制を整備する。

③　役員報酬の内容

 　　　　当社の取締役に対する報酬等の総額は、66,605千円（うち社外取締役2,810千円）、監査役に対する報酬等の

総額は、27,467千円（うち社外監査役9,625千円）であります。

④　取締役の定数

 　　　　当社の取締役は、13人以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議要件

 　　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑥　株主総会の特別決議要件

 　　　　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

提出会社 8,600,000 － 8,600,000 －

連結子会社 － － － －

計 8,600,000 － 8,600,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社の公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の規模・業務の特性等を

勘案し決定しております。

　なお、監査報酬額は監査役の同意を得ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2018年２月１日から2019年１月31日

まで）の連結財務諸表及び第42期事業年度（2018年２月１日から2019年１月31日まで）の財務諸表について、奥津公

認会計士共同事務所により監査を受けております。

３. 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人等が主催

する研修・セミナーへ積極的に参加し、会計専門誌の定期購読等により各種情報を取得しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2018年１月31日)

当連結会計年度
(2019年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,168,584 4,524,589

売掛金 163 139

未収入金 72,708 66,852

有価証券 1,800,365 1,902,116

たな卸資産 ※１ 7,502 ※１ 9,271

繰延税金資産 10,086 16,283

その他 16,165 12,911

流動資産合計 7,075,573 6,532,161

固定資産   

有形固定資産   

車両運搬具 52,820 52,820

減価償却累計額 △41,924 △45,555

車両運搬具（純額） 10,897 7,265

工具、器具及び備品 391,163 402,558

減価償却累計額 △332,013 △353,006

工具、器具及び備品（純額） 59,150 49,551

リース資産 17,532,298 17,933,344

減価償却累計額 △14,810,860 △15,138,840

リース資産（純額） 2,721,438 2,794,504

建設仮勘定 1,253,383 5,440,106

有形固定資産合計 4,044,868 8,291,427

無形固定資産   

電話加入権 3,279 3,279

ソフトウエア 24,477 17,970

リース資産 8,033 -

無形固定資産合計 35,789 21,249

投資その他の資産   

投資有価証券 5,185,761 3,276,341

従業員に対する長期貸付金 39,075 36,835

関係会社長期貸付金 - 700,000

繰延税金資産 84,255 85,338

その他 78,549 84,190

貸倒引当金 △2,800 △2,800

投資その他の資産合計 5,384,840 4,179,904

固定資産合計 9,465,497 12,492,580

資産合計 16,541,070 19,024,740

 

EDINET提出書類

株式会社　横浜スタジアム(E04682)

有価証券報告書

25/62



 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2018年１月31日)

当連結会計年度
(2019年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 851 1,185

リース債務 37,125 6,389

未払金 323,923 2,615,121

未払消費税等 20,330 11,257

未払法人税等 148,122 147,034

預り保証金 240,600 215,100

前受収益 158,774 10,854

賞与引当金 11,330 11,290

役員賞与引当金 5,350 6,742

その他 17,862 20,114

流動負債合計 964,266 3,045,085

固定負債   

リース債務 8,309 1,920

役員退職慰労引当金 13,416 10,710

退職給付に係る負債 209,210 201,860

固定負債合計 230,935 214,490

負債合計 1,195,201 3,259,575

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,480,000 3,480,000

利益剰余金 11,864,686 12,284,378

株主資本合計 15,344,686 15,764,378

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,183 787

その他の包括利益累計額合計 1,183 787

純資産合計 15,345,868 15,765,165

負債純資産合計 16,541,070 19,024,740
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2017年２月１日
　至　2018年１月31日)

当連結会計年度
(自　2018年２月１日
　至　2019年１月31日)

売上高 4,723,462 5,453,537

売上原価 3,867,261 4,252,024

売上総利益 856,202 1,201,513

一般管理費   

役員報酬 73,994 82,597

給料 66,736 62,069

賞与引当金繰入額 9,588 9,568

退職給付費用 5,022 5,543

役員退職慰労引当金繰入額 4,466 9,206

その他 282,017 284,541

一般管理費合計 441,824 453,524

営業利益 414,378 747,989

営業外収益   

受取利息及び配当金 149,373 105,669

雑収入 4,035 7,288

営業外収益合計 153,407 112,956

営業外費用   

雑支出 6,678 5,959

営業外費用合計 6,678 5,959

経常利益 561,107 854,987

税金等調整前当期純利益 561,107 854,987

法人税、住民税及び事業税 185,300 268,400

法人税等調整額 △441 △7,105

法人税等合計 184,859 261,295

当期純利益 376,248 593,692

親会社株主に帰属する当期純利益 376,248 593,692
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2017年２月１日
　至　2018年１月31日)

当連結会計年度
(自　2018年２月１日
　至　2019年１月31日)

当期純利益 376,248 593,692

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 182 △395

その他の包括利益合計 ※１ 182 ※１ △395

包括利益 376,430 593,297

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 376,430 593,297
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

    (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 3,480,000 11,662,438 15,142,438 1,000 1,000 15,143,438

当期変動額       

剰余金の配当  △174,000 △174,000   △174,000

親会社株主に帰属する当期純利益  376,248 376,248   376,248

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   182 182 182

当期変動額合計 － 202,248 202,248 182 182 202,430

当期末残高 3,480,000 11,864,686 15,344,686 1,183 1,183 15,345,868

 

当連結会計年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

    (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 3,480,000 11,864,686 15,344,686 1,183 1,183 15,345,868

当期変動額       

剰余金の配当  △174,000 △174,000   △174,000

親会社株主に帰属する当期純利益  593,692 593,692   593,692

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   △395 △395 △395

当期変動額合計 - 419,692 419,692 △395 △395 419,297

当期末残高 3,480,000 12,284,378 15,764,378 787 787 15,765,165
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2017年２月１日
　至　2018年１月31日)

当連結会計年度
(自　2018年２月１日
　至　2019年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 561,107 854,987

減価償却費 594,648 625,049

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,020 △7,350

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,284 △2,706

賞与引当金の増減額（△は減少） △770 △40

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △450 1,392

受取利息及び受取配当金 △149,373 △105,669

売上債権の増減額（△は増加） 28,509 5,322

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,919 △1,769

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,782 3,254

仕入債務の増減額（△は減少） 26,738 △20,593

未払費用の増減額（△は減少） △195 2,236

未収消費税等の増減額（△は増加） 465 -

未払消費税等の増減額（△は減少） △34,395 △9,073

預り保証金の増減額（△は減少） 36,000 △25,500

前受収益の増減額（△は減少） 2,701 △147,920

その他の流動負債の増減額（△は減少） 15,346 △4,933

その他 3,288 3,917

小計 1,075,016 1,170,604

利息及び配当金の受取額 162,602 113,326

法人税等の支払額 △46,862 △264,540

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,190,756 1,019,390

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 630,000 1,800,000

有形固定資産の取得による支出 △331,303 △466,008

建設仮勘定の取得による支出 △1,090,332 △2,048,838

無形固定資産の取得による支出 △10,938 △1,800

投資有価証券の償還による収入 400,000 -

長期貸付金の回収による収入 3,870 2,240

長期貸付けによる支出 - △700,000

その他 △23,517 △37,854

投資活動によるキャッシュ・フロー △422,219 △1,452,260

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △174,000 △174,000

リース債務の返済による支出 △50,971 △37,125

財務活動によるキャッシュ・フロー △224,971 △211,125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 543,566 △643,995

現金及び現金同等物の期首残高 4,625,018 5,168,584

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,168,584 ※１ 4,524,589
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　　　　　　　　　1社

横浜球場商事㈱

 

前連結会計年度まで連結子会社であったスタジアム・エンタープライズ株式会社は2019年１月11日をもっ

て清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

　なお、清算結了までの損益計算書については連結しております。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算期の末日と連結決算日は、一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しており
ます。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法

なお、スタジアム施設については当該リース資産の耐用年数に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

ハ　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

ニ　役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末における要支給額を計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
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　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計

基準委員会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

(2）適用予定日

2023年１月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

 

 

（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度
（2018年１月31日）

当連結会計年度
（2019年１月31日）

商品 6,649千円 8,650千円

貯蔵品 853 621

 
２　保証債務
株式会社横浜DeNAベイスターズの一部の賃貸借取引に関する連帯保証を行っております。
 

 

（連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当連結会計年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 263千円 △570千円

組替調整額 － －

税効果調整前 263 △570

税効果額 △80 174

その他有価証券評価差額金 182 △395

その他の包括利益合計 182 △395
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,960 － － 6,960

合計 6,960 － － 6,960

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　　　３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2017年4月26日

定時株主総会
 普通株式 174,000 25 2017年1月31日 2017年4月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2018年4月24日

定時株主総会
 普通株式 174,000 利益剰余金 25 2018年1月31日 2018年4月25日

 

当連結会計年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,960 - - 6,960

合計 6,960 - - 6,960

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　　　３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2018年4月24日

定時株主総会
 普通株式 174,000 25 2018年1月31日 2018年4月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2019年4月25日

定時株主総会
 普通株式 174,000 利益剰余金 25 2019年1月31日 2019年4月26日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当連結会計年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

現金及び預金勘定 5,168,584千円 4,524,589千円

預入期間が3カ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 5,168,584 4,524,589
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　スタジアム施設、一般管理業務のためのホストコンピュータ、コンピュータ端末機、売店用ハン

ディターミナル等であります。

　　無形固定資産

　　　ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループの資金運用につきましては、預金及び有価証券の安全性の高い金融商品を中心に行ってお

ります。

　また、効率的な資金運用を図る目的で満期保有目的債券の金融商品等での運用も行っております。
 
(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、

市場価格の変動リスクに晒されております。保有する有価証券・投資有価証券は主に効率的な資金運用を

図ることを目的とした満期保有目的の債券及び業務上の取引を有する企業の株式であり、当該リスクにつ

いて、毎月末に金融機関から時価等に係る情報を取得し、管理しております。

　なお、満期保有目的債券の発行体は信用度の高い金融機関・企業であり、金利及び為替の変動による、

元本毀損の恐れはありません。

　関係会社長期貸付金は、当社が関係会社に対し行っているものであり、貸付先の信用リスクに晒されて

おります。

　営業債務である未払金は、1年以内の支払期日であります。

　預り保証金は、そのほとんどが1年契約のテナント及び立売売店の保証金であります。
 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

　当社は、営業債権に係る信用リスクについては、経理課において取引先ごとに残高管理を行うととも

に、取引先の財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク

　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把

握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。

③資金調達リスク

　当社は、各部署からの報告に基づき経理課が適時に資金繰計画を作成するとともに、手元流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。
 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該取引価額が変動することがあります。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
 

前連結会計年度（2018年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,168,584 5,168,584 －

(2）未収入金 72,708 72,708 －

(3）有価証券 1,800,365 1,805,558 5,193

(4）投資有価証券 5,113,081 5,204,675 91,594

資産計 12,154,738 12,251,525 96,787

(1）未払金 323,923 323,923 －

(2）預り保証金 240,600 240,600 －

(3) 前受収益 158,774 158,774 －

負債計 723,297 723,297 －
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当連結会計年度（2019年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 4,524,589 4,524,589 －

(2）未収入金 66,852 66,852 －

(3）有価証券 1,902,116 1,909,780 7,664

(4）投資有価証券 3,203,661 3,274,568 70,907

(5) 関係会社長期貸付金 700,000 700,091 91

資産計 10,397,218 10,475,881 78,662

(1）未払金 2,615,121 2,615,121 －

(2）預り保証金 215,100 215,100 －

負債計 2,830,221 2,830,221 －

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）有価証券、(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。

（5）関係会社長期貸付金

　時価については、将来キャッシュ・フローを適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた

現在価値で算定しております。

 

負　債

(1）未払金、(2)預り保証金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
 
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度
（2018年１月31日）

当連結会計年度
（2019年１月31日）

非上場株式 72,680 72,680

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投

資有価証券」には含めておりません。
 
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 5,168,584 － － －

未収入金 72,708 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 100,000 500,000 － －

(2）社債 1,700,000 3,600,000 － 1,000,000

(3）その他 － － － －
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当連結会計年度（2019年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,524,589 － － －

未収入金 66,852 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － 500,000 － －

(2）社債 1,900,000 1,700,000 － 1,000,000

(3）その他 － － － －

関係会社長期貸付金 － ー － 700,000

 

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2018年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 100,000 100,033 33

(2）社債 6,009,844 6,110,109 100,266

(3）その他 － － －

小計 6,109,844 6,210,143 100,299

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 500,000 496,776 △3,224

(2）社債 301,038 300,750 △288

(3）その他 － － －

小計 801,038 797,526 △3,512

合計 6,910,882 7,007,669 96,787

 

当連結会計年度（2019年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 4,603,782 4,683,955 80,173

(3）その他 － － －

小計 4,603,782 4,683,955 80,173

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 500,000 498,399 △1,601

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 500,000 498,399 △1,601

合計 5,103,782 5,182,354 78,572
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２．その他有価証券

前連結会計年度（2018年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 2,564 860 1,704

(2）その他 － － －

合計 2,564 860 1,704

　(注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額72,680千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2019年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,994 860 1,134

(2）その他 － － －

合計 1,994 860 1,134

　(注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額72,680千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却した満期保有目的の債券

前連結会計年度（自　2017年2月1日　　　至　2018年1月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年2月1日　　　至　2019年1月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　　　　　前連結会計年度 (自　2017年2月1日　至　2018年1月31日）

　　　　　 当社グループではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

　　　　　当連結会計年度 (自　2018年2月1日　至　2019年1月31日）

　　　　　 当社グループではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、退職一時金制度と確定給付型企業年金制度を併用しております。

なお、退職給付債務の算定は簡便法によっております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当連結会計年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 222,230千円 209,210千円

退職給付費用 9,565 14,358

退職給付の支払額 △19,961 △19,332

制度への拠出額 △2,624 △2,376

退職給付に係る負債の期末残高 209,210 201,860
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(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産

の調整表

 
前連結会計年度

（2018年１月31日）
当連結会計年度
（2019年１月31日）

積立型制度の退職給付債務 60,078千円 56,294千円

年金資産 △63,478 △60,298

 △3,400 △4,004

非積立型制度の退職給付債務 212,610 205,864

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 209,210 201,860

   

退職給付に係る負債 209,210 201,860

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 209,210 201,860

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度9,565千円　　　当連結会計年度14,358千円
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2018年１月31日）

 
当連結会計年度
（2019年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 3,490千円 3,477千円

未払事業税 5,865  12,035

その他 732  771

計 10,086  16,283

    

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 64,018  61,769

役員退職慰労引当金 4,105  3,277

ゴルフ会員権評価損 1,163  1,163

投資有価証券評価損 11,628  11,628

その他 3,862  7,847

計 84,776  85,685

繰延税金資産合計 94,862  101,967

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 521  347

繰延税金負債合計 521  347

繰延税金資産純額 94,341  101,620

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
（2018年１月31日）

 
当連結会計年度
（2019年１月31日）

法定実効税率 30.8％ －％

    

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  －

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0  －

住民税均等割 0.4  －

その他 1.1  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.9  －

(注）当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の5以下であるため注記を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　2017年2月1日　至　2018年1月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年2月1日　至　2019年1月31日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自　2017年2月1日　至　2018年1月31日）

　当社グループは、スタジアム諸施設を利用して一貫したサービスを提供する単一セグメントのため、記

載は省略しております。
 
Ⅱ　当連結会計年度（自　2018年2月1日　至　2019年1月31日）

　当社グループは、スタジアム諸施設を利用して一貫したサービスを提供する単一セグメントのため、記

載は省略しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自 2017年２月１日 至 2018年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 　売上高 関連するセグメント名

　㈱横浜DeNAベイスターズ 　　　　　　　　　1,359,369 プロ野球興行

 

当連結会計年度（自 2018年２月１日 至 2019年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 　売上高 関連するセグメント名

　㈱横浜DeNAベイスターズ 　　　　　　　　　　3,037,474 プロ野球興行

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年２月１日 至 2018年１月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自 平成30年２月１日 至 平成31年１月31日）

　該当事項はありません。
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年２月１日 至 2018年１月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自 2018年２月１日 至 2019年１月31日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年２月１日 至 2018年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2018年２月１日 至 2019年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

前連結会計年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は出
資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
㈱横浜DeNA

べイスターズ
横浜市中区 100,000

プロ野球球

団の運営

（被所有）

直接76.87％

球場使用

契約

 球場使用料 730,138 売掛金 163

フェンス広告 532,962 未収入金 9,572

 その他の収入 96,269 立替金 4,683

商品等仕入 100,613
未払金 4,394

預り金 21

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

 

当連結会計年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は出
資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
㈱横浜DeNA

べイスターズ
横浜市中区 100,000

プロ野球球

団の運営

（被所有）

直接76.87％

球場使用

契約

 球場使用料 726,873 売掛金 139

フェンス広告 2,213,610 未収入金 13,447

販売収入 29,508 立替金 977

 その他の収入 67,484 未払金 1,622

商品等仕入 185,027 預り保証金 3,500

資金の貸付 700,000
長期貸付金 700,000

利息の受取 2,187

連帯保証 － － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

資金の貸付については、市場金利を勘案し、決定しております。

連帯保証は、一部の賃貸借取引に対して行っております。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

該当事項はありません。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

前連結会計年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

株式会社横浜DeNAベイスターズ（非上場）

 

当連結会計年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

株式会社横浜DeNAベイスターズ（非上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当連結会計年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

 
１株当たり純資産額 2,204.87円

１株当たり当期純利益 54.06円
 

 
１株当たり純資産額 2,265.11円

１株当たり当期純利益 85.30円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2017年２月１日
至　2018年１月31日)

当連結会計年度
(自　2018年２月１日
至　2019年１月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
376,248 593,692

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益（千円）
376,248 593,692

期中平均株式数（千株） 6,960 6,960

 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分 当期首残高（千円） 当期末残高（千円）
平均利率

（％）
返済期限

　1年以内に返済予定のリース債務 37,125 6,389 － －

　リース債務（1年以内に返済予定のものを除く） 8,309 1,920 －

　2020

年～　

2022年

合計 45,433 8,309 － 　－

（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　２．リース債務（1年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。

 
1年超2年以内

（千円）

2年超3年以内

(千円）

3年超4年以内

(千円）

4年超5年以内

（千円）

リース債務 794 794 331 －

 

【資産除去債務明細表】

　　該当事項はありません。
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2018年１月31日)
当事業年度

(2019年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,502,340 4,070,539

売掛金 ※１ 163 ※１ 139

未収入金 ※１ 72,672 ※１ 66,852

有価証券 1,800,365 1,902,116

商品 6,649 8,650

貯蔵品 853 621

前払原価 2,267 2,532

繰延税金資産 10,086 16,283

その他 ※１ 13,097 ※１ 10,379

流動資産合計 6,408,492 6,078,111

固定資産   

有形固定資産   

車両運搬具 10,897 7,265

工具、器具及び備品 59,150 49,551

リース資産 2,721,438 2,794,504

建設仮勘定 1,253,383 5,440,106

有形固定資産合計 4,044,868 8,291,427

無形固定資産   

電話加入権 3,242 3,279

ソフトウエア 24,477 17,970

リース資産 8,033 －

無形固定資産合計 35,752 21,249

投資その他の資産   

投資有価証券 5,185,761 3,276,341

関係会社株式 20,000 10,000

従業員に対する長期貸付金 39,075 36,835

関係会社長期貸付金 － 700,000

繰延税金資産 84,255 85,338

その他 75,049 80,690

貸倒引当金 △2,800 △2,800

投資その他の資産合計 5,401,340 4,186,404

固定資産合計 9,481,960 12,499,080

資産合計 15,890,452 18,577,191
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2018年１月31日)
当事業年度

(2019年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 851 ※１ 1,185

リース債務 37,125 6,389

未払金 ※１ 328,343 ※１ 2,615,250

未払法人税等 144,827 144,838

未払消費税等 20,260 11,148

未払費用 14,198 16,434

預り金 ※１ 3,665 ※１ 3,680

預り保証金 240,600 215,100

前受収益 158,774 10,854

賞与引当金 11,330 11,290

役員賞与引当金 5,350 6,742

流動負債合計 965,321 3,042,909

固定負債   

リース債務 8,309 1,920

退職給付引当金 209,210 201,860

役員退職慰労引当金 13,416 10,710

固定負債合計 230,935 214,490

負債合計 1,196,256 3,257,399

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,480,000 3,480,000

利益剰余金   

利益準備金 656,100 673,500

その他利益剰余金   

別途積立金 9,990,000 10,090,000

繰越利益剰余金 566,914 1,075,504

利益剰余金合計 11,213,014 11,839,004

株主資本合計 14,693,014 15,319,004

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,183 787

評価・換算差額等合計 1,183 787

純資産合計 14,694,196 15,319,791

負債純資産合計 15,890,452 18,577,191
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2017年２月１日
　至　2018年１月31日)

当事業年度
(自　2018年２月１日
　至　2019年１月31日)

売上高 ※１ 4,717,921 ※１ 5,444,411

売上原価 ※１ 3,863,954 ※１ 4,244,338

売上総利益 853,967 1,200,073

一般管理費 ※１．２ 441,117 ※1，2 452,753

営業利益 412,850 747,320

営業外収益   

受取利息及び配当金 149,365 105,662

雑収入 4,033 5,966

営業外収益合計 153,398 111,629

営業外費用   

雑支出 6,678 5,033

営業外費用合計 6,678 5,033

経常利益 559,570 853,916

特別利益   

子会社清算益 － 206,969

特別利益合計 － 206,969

税引前当期純利益 559,570 1,060,885

法人税、住民税及び事業税 185,000 268,000

法人税等調整額 △822 △7,105

法人税等合計 184,178 260,895

当期純利益 375,392 799,990
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当事業年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

給料、雑給、賞与   220,089 5.7  213,932 5.0

賞与引当金繰入額   6,968 0.2  6,564 0.2

退職給付費用   3,645 0.1  7,610 0.2

宣伝広告費   28,251 0.7  27,735 0.7

印刷物費   4,368 0.1  948 0.0

球場使用料   137,209 3.5  120,368 2.8

営繕補修費   202,091 5.2  201,546 4.7

備品費   17,891 0.5  13,587 0.3

消耗品費   64,348 1.7  54,730 1.3

業務委託費   549,080 14.2  518,625 12.2

支払手数料   187,858 4.9  788,210 18.6

減価償却費   548,830 14.2  587,804 13.9

その他諸費   241,618 6.3  242,215 5.7

商品原価        

商品期首たな卸高  11,842   6,649   

当期商品仕入高  1,646,516   1,462,465   

合計  1,658,358   1,469,114   

商品期末たな卸高  6,649 1,651,709 42.7 8,650 1,460,464 34.4

計   3,863,954 100.0  4,244,338 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,480,000 638,700 9,890,000 482,921 11,011,621 14,491,621

当期変動額       

利益準備金の積立  17,400  △17,400 － －

剰余金の配当    △174,000 △174,000 △174,000

別途積立金の積立   100,000 △100,000 － －

当期純利益    375,392 375,392 375,392

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

      

当期変動額合計 － 17,400 100,000 83,992 201,392 201,392

当期末残高 3,480,000 656,100 9,990,000 566,914 11,213,014 14,693,014

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 1,000 1,000 14,492,621

当期変動額    

利益準備金の積立   －

剰余金の配当   △174,000

別途積立金の積立   －

当期純利益   375,392

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

182 182 182

当期変動額合計 182 182 201,575

当期末残高 1,183 1,183 14,694,196
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当事業年度（自　2018年２月１日　至　2019年１月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,480,000 656,100 9,990,000 566,914 11,213,014 14,693,014

当期変動額       

利益準備金の積立  17,400  △17,400 － －

剰余金の配当    △174,000 △174,000 △174,000

別途積立金の積立   100,000 △100,000 － －

当期純利益    799,990 799,990 799,990

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

      

当期変動額合計 － 17,400 100,000 508,590 625,990 625,990

当期末残高 3,480,000 673,500 10,090,000 1,075,504 11,839,004 15,319,004

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 1,183 1,183 14,694,196

当期変動額    

利益準備金の積立   -

剰余金の配当   △174,000

別途積立金の積立   -

当期純利益   799,990

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△395 △395 △395

当期変動額合計 △395 △395 625,595

当期末残高 787 787 15,319,791
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１.資産の評価基準及び評価方法

（1）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）　定率法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しておりま
す。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、スタジアム施設については当該リース資産の耐用年数に基づく定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

４．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
 
（貸借対照表関係）

※1　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（2018年１月31日）
当事業年度

（2019年１月31日）

短期金銭債権 14,439千円 14,567千円

短期金銭債務 9,592 5,675

 

２　保証債務

　　株式会社横浜DeNAベイスターズの一部の賃貸借取引に関する連帯保証を行っております。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2017年２月１日
至　2018年１月31日）

当事業年度
（自　2018年２月１日
至　2019年１月31日）

営業取引による取引高   

売上高 1,364,370千円 3,039,920千円

仕入高 454,203 647,202

一般管理費 1,247 3,372

営業取引以外の取引による取引高 － 2,187

 

※２　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2017年２月１日
　　至　2018年１月31日）

　当事業年度
（自　2018年２月１日
　　至　2019年１月31日）

役員報酬 73,994千円 82,597千円

給料及び手当 87,846 80,702

賞与引当金繰入額 9,588 9,568

退職給付費用 5,022 5,543

役員退職慰労引当金繰入額 4,466 9,206

法定福利費 23,007 22,955

支払手数料 61,511 60,473

減価償却費 45,818 37,245

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式10,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会
社株式20,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお
りません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2018年１月31日）
 

当事業年度
（2019年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 3,490千円 3,477千円

未払事業税 5,865  12,035

その他 732  771

　計 10,086  16,283

繰延税金資産（固定）    

退職給付引当金 64,018  61,769

役員退職慰労引当金 4,105  3,277

投資有価証券評価損 11,628  11,628

その他 5,024  9,010

　計 84,776  85,685

繰延税金資産合計 94,862  101,967

繰延税金負債（固定）    

　その他有価証券評価差額金 521  347

　繰延税金負債合計 521  347

　繰延税金資産純額 94,341  101,620

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
 

 

 
前事業年度

（2018年１月31日）
 

当事業年度
（2019年１月31日）

法定実効税率 30.8％ 30.8％

    

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0  △0.0

住民税均等割 0.4  0.2

連結子会社清算による影響 －  △6.0

その他 1.1  △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.9  24.6
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱横浜国際平和会議場 1,400 32,000

㈱テレビ神奈川 60,000 30,000

㈱神奈川銀行 3,000 10,680

その他 1,100 1,994

計 65,500 74,674

 

【債券】

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券

満期保有

目的の債

券

マッコリー銀行円建非劣後社債 100,000 100,051

第559回東京電力社債 400,000 400,216

第528回東京電力社債 100,000 100,137

ソニー第26回社債 200,000 201,173

第2回日本原子力発電社債 100,000 99,686

ソフトバンク第45回無担保社債 500,000 500,691

ソフトバンク第46回無担保社債 500,000 500,162

小計 1,900,000 1,902,116
 

投資有価証券

満期保有

目的の債

券

平成27年度第3回「ハマ債5」 500,000 500,000

世界銀行（国際復興開発銀行）ユーロ円債 500,000 500,000

オーストラリア・コモンウェルス銀行 ユーロ円債 500,000 500,000

ゴールドマン　サックス 100,000 100,449

ソフトバンク第1回劣後債 500,000 500,000

ソフトバンク第2回劣後債 500,000 501,357

第3回日本原子力発電社債 400,000 399,861

ソフトバンク第47回無担保社債 100,000 100,000

第2回ファーストリテイリング社債 100,000 100,000

小計 3,200,000 3,201,667

計 5,100,000 5,103,782
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【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 車輛運搬具 10,897 － － 3,631 7,265 45,555

 工具、器具及び備品 59,150 11,395 － 20,994 49,551 353,006

 リース資産 2,721,438 657,150 － 584,084 2,794,504 15,138,840

 建設仮勘定 1,253,383 4,400,851 214,128 － 5,440,106 －

 計 4,044,868 5,069,396 214,128 608,709 8,291,427 15,537,401

無形固定資産 電話加入権 3,242 37 － － 3,279 －

 ソフトウエア 24,477 1,800 － 8,307 17,970 －

 リース資産 8,033 － － 8,033 － －

 計 35,752 1,837 － 16,340 21,249 －

（注）有形固定資産のリース資産の当期増加額657,150千円のうち、その主なものは、人工芝敷設工事180,000千円、野球

場その他土工事122,600千円、内外野椅子交換工事159,400千円、床面防水工事57,000千円、防球ネット設置工事

25,000千円、構内電話設備改修工事19,300千円であります。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,800 － － 2,800

賞与引当金 11,330 11,290 11,330 11,290

役員賞与引当金 5,350 6,742 5,350 6,742

役員退職慰労引当金 13,416 9,206 11,913 10,710
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 株券不発行制度導入（2016年4月22日定時株主総会決議）

剰余金の配当の基準日 １月31日

１単元の株式数 定めなし

株式の名義書換え  

取扱場所 株式会社横浜スタジアム

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 当社所定の手数料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 定めなし

株主名簿管理人 定めなし

取次所 定めなし

買取手数料 定めなし

公告掲載方法 神奈川県において発行する神奈川新聞

株主に対する特典 当社設立時株式１口5,000株単位に対し優待席１席

　（注）当会社の株式を譲渡しようとするときは、取締役会の承認を受けなければならない
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第41期）（自　2017年２月１日　至　2018年１月31日）2018年４月27日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第42期中）（自　2018年２月１日　至　2018年７月31日）2018年10月31日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
2019年４月22日

株 式 会 社　横 浜 ス タ ジ ア ム

  取　締　役　会　 御　中

奥津公認会計士共同事務所

公認会計士     奥　津　　勉 印

 

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社横浜スタジアムの2018年２月１日から2019年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。私

は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に連結財務

諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、私の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

横浜スタジアム及び連結子会社の2019年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
2019年４月22日

株 式 会 社　横 浜 ス タ ジ ア ム

  取　締　役　会　 御　中

奥津公認会計士共同事務所

公認会計士　　　　　奥　津　　勉　　印

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社横浜スタジアムの2018年２月１日から2019年１月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私

の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社横浜

スタジアムの2019年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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